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１．平成27年度普通会計決算の概要について 

 

 平成27年度香美市の普通会計決算（純計）は、歳入が18,657,982千円で、前年度に比べ363,295

千円 2.0％増となり、歳出が17,205,569千円で前年度に比べ139,627千円 0.8％の増となり

ました。 

  決算収支状況は、実質収支（歳入歳出差引額から明許繰越のために翌年度に繰り越すべき財源

を控除した額）が1,038,840千円の黒字、単年度収支（実質収支から前年度実質収支を控除した

額）は118,900千円の黒字となっています。また、実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金

への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩し額を控除した額）については、

128,325千円の黒字となりました。 

 歳入では、市町村民税で個人均等割及び所得割が増、法人均等割及び法人税割は減となり、ま

た固定資産税では土地及び家屋が減、償却資産は増、軽自動車税及び市町村たばこ税の増等によ

り総額で2,433,915千円（前年度比35,738千円、1.4％減）となりました。 

また、地方譲与税では、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税とも増加し、各種交付金では自

動車取得税交付金、地方消費税交付金等が増加となりました。 

 地方交付税については、普通交付税が前年度比53,327千円の減、特別交付税では前年度比

16,695千円の増となり、総額では7,388,502千円（前年度比36,632千円、0.5％減）となりました。 

国庫支出金は、公共土木施設災害復旧費や地域住民生活等緊急支援のための交付金等で増額と

なったものの、臨時福祉給付費補助金やがんばる地域交付金、無線システム普及支援事業費等補

助金等の減額により、総額で14,241千円減の1,955,110千円となりました。県支出金は、住宅

耐震化促進事業費補助金や公共施設再生可能エネルギー等導入事業費補助金、農林業施設災害復

旧事業、高知県園芸用ハウス整備事業費補助金等の増額等により総額で 204,020 千円増の

1,427,159千円となりました。繰入金では施設等整備基金繰入金、墓地基金繰入金は増加となり

ましたが、地域の元気基金繰入金や庁舎建設基金繰入金、社会体育基金繰入金の減少により、総

額で63,540 千円減の136,220千円となりました。市債は、香北支所庁舎建設事業や消防庁舎建

設事業等で増額となったものの、光ケーブル設置負担事業や学校給食センター建設事業等が前年

度に完了したことから、総額で541,851千円減の2,435,398千円となりました。 

 市税等の自主財源は、4,728,390千円で全体の25.4％であり、前年度からは527,186千円の増

加となっています。主な要因としては、財産収入や繰入金が減少したものの、使用料及び手数料

や寄附金、繰越金が増加したことが大きく影響しています。依然として地方交付税をはじめとす

る依存財源（74.6％）に多くを頼っています。 

 一般財源等は、地方消費税交付金や繰越金等の増により前年度から 463,422 千円増の

12,170,122千円となっています。また、経常の一般財源等は9,775,495千円（前年度比136,363

千円、1.4％増）で地方消費税交付金の増加が主な影響となっています。 
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歳出では、前述のとおり139,627千円の増額となっており、光ケーブル設置負担事業や学校給

食センター建設事業等の完了による普通建設事業費等が減少したものの、施設型給付事業等によ

る補助費の増が大きな要因となっています。 

目的別歳出の状況を構成比で見ると、民生費34.3％、総務費17.4％、公債費11.9％、教育費

8.0％の順となり、前年度の民生費29.6％、総務費14.9％、教育費13.6％、公債費12.6％と比

べると体育施設建設工事や学校給食センター建設事業等の完了に伴う教育費の減少が大きく、構

成比の順位に変動がありました。 

 性質別歳出の内訳は、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）が7,512,458千円で全体の43.7％

（前年度 44.7％）を占め、前年度に比べると 126,331 千円の減少となりましたが、これは、扶

助費は増加したものの、職員給与等の人件費や公債費が減少したためです。また、投資的経費（普

通建設事業費、災害復旧事業費）は2,904,569千円で16.9％（前年度20.0％）を占め、前年度

に比べると497,350千円の減少となっています。普通建設事業では学校給食センター建設事業や

光ケーブル設置負担金事業等の大きな事業が終了したことにより前年度比868,433千円、26.5％

の減少となりました。その他の経費は、6,788,542 千円で 39.4％（前年度 35.3％）を占め、施

設型給付事業等による補助費の増加等により、総額で763,308千円の増加となりました。 

 基金の状況は、事業財源充当のための取崩し額は136,220千円となっています。庁舎建設基金

は物部支所庁舎建設のため6,440 千円を、施設等整備基金は高齢者生活福祉センター修繕工事、

やなせたかし記念館改修工事等のため123,818千円を、墓地基金は墓地の維持管理のため4,027

千円を、定住自立圏基金は高知中央広域定住自立圏における負担金のため1,935千円をそれぞれ

取り崩しました。また、まちづくり応援基金への積立27,008千円、合併振興基金176,287千円、

墓地基金への積立1,056千円、歳計剰余金の処分による財政調整基金への積立て459,971千円等、

積立額は総額で674,495 千円（アモチゼーション調整額635千円含む。）になっています。これ

により基金残高は、財政調整基金 4,948,100 千円、減債基金 1,063,366 千円、特定目的基金

5,631,821 千円及び定額基金である土地開発基金 287,679 千円で総額 11,930,966 千円となって

います。 

 財政指標では、経常収支比率が92.6％で昨年度の92.5％から0.1ポイント悪化しました。こ

れは歳入で地方消費税交付金の増加等により経常一般財源が増加したものの、歳出で扶助費をは

じめとして物件費、補助費等が増額したことによるものです。また、実質公債費比率（３ヶ年平

均）は8.9％で昨年度の10.3％から1.4ポイント改善しました。 

 以上のとおり、平成27年度の決算の概要について述べましたが、以下、詳細は各表のとおり

です。  
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1-1表

平成27年度普通会計（会計別）決算の総括

（単位：千円）
翌年度に

歳　　入 歳　　出 歳入歳出差引 繰り越すべき 実質収支
財  源

18,657,982 17,205,569 1,452,413 413,573 1,038,840

18,657,982 17,205,569 1,452,413 413,573 1,038,840

うち

（その他純計調整）

（その他会計間調整）

（繰上充用の調整）

18,657,982 17,205,569 1,452,413 413,573 1,038,840普 通 会 計 純 計

区　　分

そ の 他 の 調 整

計

各 会 計 間 の
繰 入 繰 出 の
調 整

一 般 会 計
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1-2表

平成27年度決算の状況と市財政推移の状況

(普通会計) （単位：千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

16,504,417 15,656,199 15,575,187 18,294,687 18,657,982

15,937,046 15,012,397 14,521,168 17,065,942 17,205,569

567,371 643,802 1,054,019 1,228,745 1,452,413

164,852 253,858 328,861 308,805 413,573

402,519 389,944 725,158 919,940 1,038,840

△ 645,956 △ 12,575 335,214 194,782 118,900

16,337 14,981 6,828 9,433 9,425

区　　分

歳 入 総 額
A

歳 出 総 額
B

歳 入 歳 出 差 引
C=A-B

翌 年 度 に 繰 り
越 す べ き 財 源

D

実 質 収 支
E=C-D

単 年 度 収 支
F

積 立 金
G

繰 上 償 還 金
H

積立金取崩し額
I

△ 629,619 2,406 342,042 204,215 128,325

 注1

附図１．決算の推移

平成23年度以降の積立金は、決算統計上の取り扱いとして有価証券（国債）のアモチゼーション分を含んでいる

I

実質単年度収支
F+G+H-I

△ 700

△ 350

0

350

700

1,050

1,400

1,750

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

23 24 25 26 27

(百万円)(百万円）

(年度)

歳入総額

歳出総額

歳入歳出差引

実質収支

単年度収支

実質単年度収支

棒グラフ 折線グラフ
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1-3表

歳入決算の状況
（普通会計） （単位：千円）

平成27年度 平成26年度 増減額 増減率

決算額 A 構成比 一般財源 決算額 B 構成比 一般財源 C=A-B C/B×100

2,433,915 13.1 2,433,915 2,469,653 13.5 2,469,653 △ 35,738 △ 1.4

133,294 0.7 133,294 127,629 0.7 127,629 5,665 4.4

8,926 0.0 8,926 7,347 0.0 7,347 1,579 21.5

12,875 0.1 12,875 17,946 0.1 17,946 △ 5,071 △ 28.3

10,974 0.1 10,974 9,424 0.1 9,424 1,550 16.4

512,937 2.7 512,937 298,847 1.6 298,847 214,090 71.6

16,154 0.1 16,154 15,950 0.1 15,950 204 1.3

17,369 0.1 17,369 10,904 0.1 10,904 6,465 59.3

7,603 0.0 7,603 7,314 0.0 7,314 289 4.0

7,388,502 39.6 7,388,502 7,425,134 40.6 7,425,134 △ 36,632 △ 0.5

普 通 交 付 税 6,606,342 35.4 6,606,342 6,659,669 36.4 6,659,669 △ 53,327 △ 0.8

特 別 交 付 税 782,160 4.2 782,160 765,465 4.2 765,465 16,695 2.2

震災復興特別交付税 0 0.0 0 0 0.0 0 0 －

3,291 0.0 3,291 3,249 0.0 3,249 42 1.3

40,028 0.2 0 52,365 0.3 0 △ 12,337 △ 23.6

981,686 5.3 11,675 368,935 1.9 11,509 612,751 166.1

1,955,110 10.5 226,015 1,969,351 10.8 70,167 △ 14,241 △ 0.7

1,427,159 7.6 69,660 1,223,139 6.7 25,113 204,020 16.7

35,109 0.2 19,259 98,838 0.5 82,915 △ 63,729 △ 64.5

28,408 0.2 12,026 15,475 0.1 1,580 12,933 83.6

136,220 0.7 0 199,760 1.1 0 △ 63,540 △ 31.8

768,774 4.1 597,632 691,440 3.8 415,201 77,334 11.2

304,250 1.6 120,917 304,738 1.7 121,662 △ 488 △ 0.2

交通安全対策特別交付金

区　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料 ・ 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

2,435,398 13.1 567,098 2,977,249 16.3 585,156 △ 541,851 △ 18.2

18,657,982 100.0 12,170,122 18,294,687 100.0 11,706,700 363,295 2.0

附図２．歳入構成

市 債

歳 入 合 計

自主財源

25.4%

依存財源

74.6%

市 税

13.1%

使用料・手数料

5.3%

繰越金

4.1% 諸収入

1.6% 財産収入

0.2%

繰入金

0.7%

分担金・負担金

0.2%

寄 附 金

0.2%

地方交付税

39.6%

国庫支出金

10.5%

県支出金

7.6%

市債

13.1%

地方消費税交付金

2.7%

地方譲与税

0.7%

自動車取得税交付金

0.1%

ゴルフ場利用税交付金

0.1%

利子割交付金

0.0%

地方特例交付金

0.0%

交通安全対策交付金

0.0%

配当割交付金

0.1%
株式等譲渡所得割

交付金

0.1%

その他 ※
0.3%

※

その他
内訳

歳入
18,657,982
千円
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1-4表

目的別歳出決算の状況

（普通会計） （単位：千円）

平成27年度 平成26年度 増減額 増減率

決算額 A 構成比 一般財源 決算額 B 構成比 一般財源 C=A-B C/B×100

議 会 費 158,906 0.9 158,906 156,499 0.9 156,499 2,407 1.5

総 務 費 2,998,630 17.4 1,975,709 2,545,783 14.9 1,791,921 452,847 17.8

民 生 費 5,900,789 34.3 3,049,622 5,057,600 29.6 2,895,691 843,189 16.7

衛 生 費 972,890 5.7 859,956 1,003,761 5.9 896,239 △ 30,871 △ 3.1

労 働 費 0 0.0 0 20,761 0.1 0 △ 20,761 皆減

農林水産業費 844,251 4.9 433,240 848,589 5.0 429,975 △ 4,338 △ 0.5

商 工 費 128,068 0.7 120,879 139,735 0.8 135,293 △ 11,667 △ 8.3

土 木 費 991,959 5.8 628,215 1,244,903 7.3 726,725 △ 252,944 △ 20.3

消 防 費 1,287,606 7.5 520,860 1,442,286 8.5 503,870 △ 154,680 △ 10.7

教 育 費 1,376,300 8.0 904,965 2,323,610 13.6 920,354 △ 947,310 △ 40.8

災 害 復 旧 費 501,795 2.9 66,709 130,712 0.8 10,375 371,083 283.9

公 債 費 2,044,375 11.9 1,987,141 2,151,703 12.6 2,097,223 △ 107,328 △ 5.0

諸 支 出 金 －

繰 上 充 用 金 －

歳 出 合 計 17,205,569 100.0 10,706,202 17,065,942 100.0 10,564,165 139,627 0.8

附図3．目的別歳出構成

区　分

議会費

0.9%
総務費

17.4%

民生費

34.3%

衛生費

5.7%

労働費

0.0%

農林水

産業費

4.9%商工費

0.7%

土木費

5.8%

消防費

7.5%

教育費

8.0%

災害復旧費

2.9%
公債費

11.9%

歳出
17,205,569
千円
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1-5表

（普通会計） （単位：千円）
平成27年度 平成26年度 増減額 増減率

決算額 A 構成比 一般財源 決算額 B 構成比 一般財源 C=A-B C/B×100

7,512,458 43.7 5,655,645 7,638,789 44.7 5,725,530 △ 126,331 △ 1.7

人 件 費 3,065,063 17.8 2,831,395 3,089,676 18.1 2,855,127 △ 24,613 △ 0.8

うち職員給 1,890,319 11.0 1,692,268 1,904,298 11.2 1,698,816 △ 13,979 △ 0.7

扶 助 費 2,403,020 14.0 837,109 2,397,410 14.0 773,180 5,610 0.2

公 債 費 2,044,375 11.9 1,987,141 2,151,703 12.6 2,097,223 △ 107,328 △ 5.0

2,904,569 16.9 325,226 3,401,919 20.0 350,120 △ 497,350 △ 14.6

普通建設事業費 2,402,774 14.0 258,517 3,271,207 19.2 339,745 △ 868,433 △ 26.5

　うち補助事業 755,164 4.4 52,354 1,563,712 9.2 63,123 △ 808,548 △ 51.7

　うち単独事業 1,630,168 9.5 193,744 1,653,242 9.7 253,639 △ 23,074 △ 1.4

災害復旧事業費 501,795 2.9 66,709 130,712 0.8 10,375 371,083 283.9

6,788,542 39.4 4,725,331 6,025,234 35.3 4,488,515 763,308 12.7

物 件 費 2,308,888 13.4 1,630,066 2,366,767 13.9 1,569,225 △ 57,879 △ 2.4

補 助 費 等 1,813,363 10.5 908,670 1,151,736 6.7 839,535 661,627 57.4

積 立 金 214,524 1.2 8,900 194,523 1.1 9,047 20,001 10.3

繰 出 金 2,125,733 12.4 1,882,045 1,996,889 11.7 1,785,444 128,844 6.5

維 持 補 修 費 315,648 1.8 285,264 303,007 1.8 275,672 12,641 4.2

投資出資貸付金 10,386 0.1 10,386 12,312 0.1 9,592 △ 1,926 △ 15.6

繰 上 充 用 金 －

17,205,569 100.0 10,706,202 17,065,942 100.0 10,564,165 139,627 0.8

附図4.性質別歳出構成

そ の 他 の 経 費

歳 出 合 計

性質別歳出決算の状況

区　分

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

義務的経費

52.9%

投資的経費

3.0%

その他経費

44.1%

人件費

26.4%

扶助費

7.9%

公債費

18.6%

普通建設事業

費

2.4%

災害復旧事業

費

0.6%

物件費

15.2%

補助費等

8.5%

積立金

0.1%

繰出金

17.5%

維持補修費

2.7%

投資出資

貸付金

0.1%

一般財源
10,706,202

千円

義務的経費

43.7%

投資的経費

16.9%

その他経費

39.4%

人件費

17.8%

扶助費

14.0%

公債費

11.9%

普通建設

事業費

14.0%

災害復旧

事業費

2.9%

物件費

13.4%

補助費等

10.5%

積立金

1.2%

繰出金

12.4%

維持補修費

1.8%

投資出資

貸付金

0.1%

歳出
17,205,569

千円
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1-6表

市税徴収実績

（単位：千円）

平成27年度 平成26年度 対前年度比較
増減額 増減率

調 定 額 調 定 額 A-B C/B
C ×100

1.市　民　税 1,038,987 1,007,175 96.9 1,060,481 1,012,681 95.5 △ 5,506 △ 0.5

　(1)個人均等割 41,498 40,146 96.7 42,094 40,004 95.0 142 0.3

　(2)所　得　割 889,047 860,236 96.8 896,218 852,155 95.1 8,081 0.9

　(3)法人均等割 44,394 43,501 98.0 44,860 43,836 97.7 △ 335 △ 0.7

　(4)法人税割 64,048 63,292 98.8 77,309 76,686 99.2 △ 13,394 △ 17.3

2.固定資産税 1,272,931 1,208,347 94.9 1,321,585 1,239,377 93.8 △ 31,030 △ 2.3

　(1)純固定資産税 1,223,392 1,158,808 94.7 1,268,715 1,186,507 93.5 △ 27,699 △ 2.2

　　(ｱ)土　　地 464,630 435,650 93.8 474,570 437,252 92.1 △ 1,602 △ 0.3

　　(ｲ)家　　屋 530,925 497,810 93.8 570,860 525,970 92.1 △ 28,160 △ 4.9

　　(ｳ)償却資産 227,837 225,348 98.9 223,285 223,285 100.0 2,063 0.9

　(2)交付金 49,539 49,539 100.0 52,870 52,870 100.0 △ 3,331 △ 6.3

3.軽自動車税 83,116 75,568 90.9 84,237 75,254 89.3 314 0.4

4.市町村たばこ税 142,825 142,825 100.0 142,341 142,341 100.0 484 0.3

5.特別土地保有税 －

合　　計 2,537,859 2,433,915 95.9 2,608,644 2,469,653 94.7 △ 35,738 △ 1.4

附図 一人当たり市税負担額の推移
　　　　（平成28年3月31日現在の人口26,743人）

区　　分
収入済額

A

徴収率
(%)

収入済額
B

徴収率
(%)

96,910

96,576 96,583 96,416

94,898

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

23 24 25 26 27

年度

円
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1-7表

（単位：千円）
平成27年度 平成26年度 増減額 増減率
決算額 A 決算額 B C=A-B C/B×100

189,923 222,286 △ 32,363 △ 14.6

204,299 180,742 23,557 13.0

121,329 135,612 △ 14,283 △ 10.5

35,144 27,554 7,590 27.5

388,143 235,355 152,788 64.9

156,342 161,158 △ 4,816 △ 3.0

518,076 526,007 △ 7,931 △ 1.5

478,294 472,547 5,747 1.2

2,119 3,070 △ 951 △ 31.0

32,064 32,559 △ 495 △ 1.5

813 △ 813 皆減

15,742 15,056 686 4.6

2,141,475 2,012,759 128,716 6.4

1-8表

（単位：千円）

平成26年度末 平成27年度 平成27年度末

残　　高 歳出決算額 残　　　高

321,502 5,544 23,148 303,898

1転貸債に係るもの

2その他 321,502 5,544 23,148 303,898

①商工関係 4,000 4,000

②農林水産業関係 5,544 5,544

③民生関係 2,657 393 2,264

④住宅関係 314,845 17,211 297,634

303,005 4,842 307,847

1商工関係 18,177 4,292 22,469

2農林水産業関係 106,841 550 107,391

3開発関係

4その他 177,987 177,987

貸　　付　　金

内
　
訳

投　資　及　び　出　資　金

内
　
訳

上水道事業

工業用水道事業

合　　　　　計　

貸付金、投資及び出資金の状況

区　　　分 回収元金 調整額

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

後期高齢者医療事業(広域連合）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（サービス事業勘定）

介護サービス事業（老人ホーム組合）

公営企業等に対する繰出等の状況

区　　　分

簡易水道事業

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業
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２．平成 27 年度簡易水道事業特別会計決算の概要について 

  
 平成 27 年度簡易水道事業特別会計決算は、歳入が 414,504 千円で前年度に比

べ 227,640 千円、35.4％減となり、歳出が 414,236 千円で前年度に比べ 213,759

千円、34.0％減となっています。（※） 

 決算収支状況は、実質収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源

を控除した額）が 164 千円の黒字となっています。 

 

収益的収支 

総収益は、給水収益、他会計繰入金等により、総額で 186,835 千円（前年度

比 28,783 千円、13.3％減）となりました。 

総費用は、水道施設の修繕費や平成 28 年度から始動する香北・物部地区の

簡易水道及び飲料水供給施設の民間委託に伴う施設の状況調査及び管理用マ

ニュアルの作成に係る委託等により、総額で 191,202 千円（前年度比 18,413

千円、8.8％減）となりました。 

 結果、収益的収支差引額は 4,367 千円（前年度比 10,370 千円、172.7％減）

の赤字となりました。 

 

資本的収支 

資本的収入は、簡易水道事業国庫補助金、地方債（簡易水道事業債、過疎対

策事業債）、他会計補助金等により、総額で 213,520 千円（前年度比 193,648

千円、47.6％減）となりました。 

資本的支出は、建設改良費及び地方債償還金等により総額で 223,034 千円（前

年度比 195,346 千円、46.7％減）となりました。 

結果、資本的収支差引額は 9,514 千円（前年度比 1,698 千円、15.1％増）の

赤字となりました。 

 

収益的収支差引額と資本的収支差引額の収支再差引額は 13,881 千円の赤字

となり、前年度繰越金 14,149 千円及び翌年度に繰り越すべき財源 104 千円によ

り、実質収支は 164 千円の黒字となっています。 

 

※ 歳入のうち、189,923 千円が一般会計繰入金であり、基準内繰入金は 82,611

千円、基準外繰入金は 107,312 千円となっています。 
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３．平成 27 年度公共下水道事業特別会計決算の概要について   
平成 27 年度公共下水道事業特別会計決算は、歳入が 513,257 千円で、前年度に

比べ 42,806 千円、7.7％の減、歳出が 510,136 千円で前年度に比べ 42,881 千円、

7.8％の減となっています。（※） 

 決算収支状況は、実質収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を

控除した額）が 480 千円の黒字となっています。 

 

収益的収支 

 総収益は、料金収入、雨水処理負担金等の減額により、総額で 314,038 千円（前

年度比 4,664 千円、1.5％減）となりました。 

 総費用は、地方債償還利子及び消費税及び地方消費税等の減額により総額で

134,013 千円（前年度比 4,882 千円、3.5％減）となりました。 

 結果、収益的収支差引額は 180,025 千円（前年度比 218 千円、0.1％増）の黒字

となりました。 

 

資本的収支 

 資本的収入は、建設改良費に係る国庫補助金、地方債及び受益者負担金等の減

額により、総額で 196,173 千円（前年度比 38,869 千円、16.5％減）となりました。 

 資本的支出は、建設改良費の減額及び地方債償還金の増額により総額で

376,123 千円（前年度比 37,999 千円、9.2％減）となりました。 

 結果、資本的収支差引額は 179,950 千円（前年度比 870 千円、0.5％増）の赤字

となりました。 

 

収益的収支差引額と資本的収支差引額の収支再差引額は 75 千円の黒字となり、

前年度繰越金 3,046 千円及び翌年度に繰り越すべき財源 2,641 千円により、実質

収支は 480 千円の黒字となっています。 

 

※ 歳入のうち、204,299 千円が一般会計繰入金であり、基準内繰入金は 170,107

千円、基準外繰入金は 34,192 千円となっています。 
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４．平成 27 年度特定環境保全公共下水道事業特別会計  
決算の概要について   

平成 27 年度特定環境保全公共下水道事業特別会計決算は、歳入が 156,665

千円で、前年度に比べ 9,850 千円、5.9％の減、歳出が 156,562 千円で前年度に

比べ 9,519 千円、5.7％の減となっています。（※） 

 決算収支状況は、実質収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源

を控除した額）が 103 千円の黒字となっています。 

 

収益的収支 

 総収益は、料金収入及び他会計繰入金により、総額で 153,917 千円（前年度

9,051 千円、5.6％減）となりました。 

 総費用は、終末処理場維持管理費等により、総額で 57,612 千円（前年度比

3,359 千円、6.2％増）となりました。 

 結果、収益的収支差引額は 96,305 千円（前年度比 12,410 千円、11.4％減）

の黒字となりました。 

 

資本的収支 

 資本的収入は、建設事業を行っていないため、受益者分担金の 2,314 千円（前

年度比 1,119 千円、32.6％減）のみとなりました。 

 資本的支出は地方債元金の償還のみとなったため、総額 98,950 千円（前年度

比 12,879 千円、11.5％減）となりました。 

結果、資本的収支差引額は 96,636 千円（前年度比 11,760 千円、10.8％減）

のの赤字となりました。 

 

 収益的収支差引額と資本的収支差引額の収支再差引額は 331 千円の赤字とな

り、前年度繰越金 434 千円により実質収支は 103 千円の黒字となっています。 

 

※  歳入のうち、 121,329 千円が一般会計繰入金であり、基準内繰入金は

117,088 千円、基準外繰入金は 4,241 千円となっています。  
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５．平成 27 年度農業集落排水事業特別会計決算の  
概要について   

平成 27 年度農業集落排水事業特別会計決算は、歳入が 36,885 千円で、前年

度に比べ 7,737 千円、26.5％の増となり、歳出が 36,874 千円で前年度に比べ

7,736 千円、26.5％の増となっています。（※） 

 決算収支状況は、実質収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源

を控除した額）が 11 千円の黒字となっています。 

 

収益的収支 

総収益は、料金収入及び他会計繰入金等により、総額で 36,875 千円（前年度

比 7,746 千円、26.6％増）となりました。 

 総費用は、人件費及び終末処理場維持管理費等により、総額で 16,761 千円（前

年度比 916 千円、5.2％減）となりました。 

 結果、収益的収支差引額は 20,114 千円（前年度比 8,662 千円、75.6％増）の

黒字となりました。 

 

資本的収支 

 資本的収入は、建設事業を行なっていないため、0 千円となりました。 

資本的支出は地方債元金の償還のみとなったため、総額 20,113 千円（前年度

比 8,652 千円、75.5％増）となりました。 

結果、資本的収支差引額は 20,113 千円の赤字で、前年度に比べ 8,652 千円赤

字額が増えました。 

 

収益的収支差引額と資本的収支差引額の収支再差引額は 1 千円となり、前年

度繰越金 10 千円により実質収支は 11 千円の黒字となっています。 

 

※ 歳入のうち、35,144 千円が一般会計繰入金であり、基準内繰入金は 24,660

千円、基準外繰入金は 10,484 千円となっています。 
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６.平成 27 年度国民健康保険特別会計（事業勘定）決算の概要について 
 

 平成 27 年度国民健康保険特別会計決算は、歳入が 4,439,218 千円で、前年度に比べ

504,545千円、12.8％増となり、歳出が4,436,313千円で前年度に比べ508,373千円、12.9％

の増となりました。 

 決算収支状況は、実質収支が 2,905 千円の黒字となり、単年度収支（実質収支から前年

度実質収支を控除した額）については、3,828 千円の赤字となっています。実質単年度収

支（単年度収支に財政調整基金への積立額を加え、財政調整基金の取崩し額を控除した額）

については、13,461 千円の赤字となりました。 

歳入では、保険税が 602,626 千円（前年度比 17,243 千円、2.8％減）となり、現年度の

収納率は 96.1％（前年度比 0.5％増）、滞納繰越分の収納率は 28.6％（前年度比 1.6％増）

でした。国庫支出金は 1,003,002 千円、県支出金は 217,257 千円、療養給付費等交付金は

130,799 千円でした。前期高齢者交付金については、1,094,970 千円が交付されました。 

また、介護分に係る歳入は 157,566 千円で、後期高齢者支援金分に係る歳入は 328,309

千円でした。 

歳出では、総務費が 41,720 千円（前年度比 5,982 千円、12.5％減）となり、保険給付費

は 2,751,145 千円（前年度比 14,012 千円、0.5％増）となりました。保険給付費の内訳で

は、一般被保険者分が 2,649,595 千円（前年度比 60,584 千円、2.3％増）で、退職被保険

者分は 93,686 千円（前年度比 46,164 千円、33.0％減）となっています。また、後期高齢

者支援金は 424,286 千円（前度比 2,087 千円、0.5％減）で、前期高齢者納付金は 286 千円

（前年度比 44千円、13.3％減）の拠出となりました。老人保健拠出金は、事務費のみの拠

出となり 19 千円（前年度比 1 千円、5.0％減）で、介護納付金は 163,905 千円（前年度比

24,893 千円、13.2％減）でした。 

 基金の年度末残高は、202,828 千円です。 
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７．平成 27年度介護保険特別会計（保険事業勘定） 

決算の概要について 

 

 平成 27 年度介護保険特別会計決算は、歳入は 3,266,994 千円で、前年度に比べ 84,272

千円、2.6％増、歳出は 3,195,254 千円で、18,418 千円、0.6％増となりました。 

決算収支状況は、実質収支が 71,740 千円の黒字、単年度収支（実質収支から前年度実質

収支を控除した額）は 65,854 千円の黒字となっています。また、実質単年度収支（単年度

収支に介護保険事業運営基金への積立額を加え、取崩し額を控除した額）についても

65,854 千円の黒字となりました。 

歳入では、保険料 588,878 千円で（前年度比 87,662 千円、17.5％増）となり、現年度分

普通徴収の収納率は 89.6％でした。国庫支出金は 851,870 千円、支払基金交付金は 859,456

千円、県支出金は 482,111 千円でした。一般会計からの繰入金は 478,294 千円でした。 

歳出では、総務費が 75,430 千円となり、保険給付費は 3,042,176 千円（前年度比 14,825

千円、0.5％増）で、地域支援事業費は、56,145 千円の支出となっています。 

 基金保有額は、介護保険事業運営基金が 152,112 千円です。 
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８．平成 27年度介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

決算の概要について 

 

 

 

平成 27 年度介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）決算は、歳入は、17,155 千円

で、前年度に比べ歳入は 1,033 千円、5.7%減、歳出も 17,155 千円で、前年に比べ 1,033

千円、5.7%減となりました。 

歳入は、計画書作成に係る介護報酬のサービス収入が 15,036 千円で、一般会計からの繰

入金は 2,119 千円で、前年度繰越金はありませんでした。 

歳出は、総務費中、非常勤職員の報酬などが 14,956 千円（前年度比 10千円、0.1%増）

で、事業所へのケアプラン作成委託料が 2,172 千円（前年度比△407 千円、15.8%減）とな

っています。 

計画書作成件数は、3,435 件（前年度比△116 件、3.3％減）となっています。 
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９．平成 27年度後期高齢者医療特別会計決算の概要について 

 

 平成 27年度後期高齢者医療特別会計決算は、歳入が 438,426 千円で前年度に比べ 7,038

千円、1.6％減となり、歳出が 427,712 千円で前年度に比べ 8,265 千円、1.9％の減となり

ました。 

 決算収支状況は、実質収支が 10,714 千円の黒字となっています。 

 歳入では、保険料が 269,765 千円（対前年度比 0.8％減）となり、現年度の収納率は 99.7％

でした。一般会計からの繰入金のうち、職員人件費等の事務費分が 13,093 千円で保険料軽

減措置等に係る保険基盤安定分が 143,249 千円となりました。 

 歳出では、総務費が 12,702 千円となり、保険給付を行う高知県後期高齢者医療広域連合

への納付金は、411,836 千円（保険料分 268,587 千円、保険基盤安定分 143,249 千円）と

なりました。 
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１０．平成２７年度香南香美地区障害者自立支援審査会特別会計 

決算の概要について 

 

 

 

平成 27 年度香南香美地区障害者自立支援審査会特別会計決算は、歳入は、657 千円で、

前年度に比べ歳入は 92千円減、12.3%減、歳出も 657 千円で、前年に比べ 92千円減、12.3%

減となりました。 

歳入は、分担金及び負担金が 657 千円で、一般会計からの繰入金はありませんでした。

内訳は、香南市の負担金が 296 千円、香美市の負担金が 361 千円となっています。 

歳出は、障害認定審査会費が 657 千円（前年度比 92 千円減、12.3%減）で、内訳は委員

等報酬が 645 千円（前年度比 75 千円減、10.4％減）、費用弁償が 12 千円（前年度比 17 千

円減、58.6％減）となっています。 
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11．平成 27 年度公営企業会計決算の概要について   
１  水道事業 

平成 27 年度水道事業会計決算は、総収益が 210,404 千円で前年度に比べ

0.1％減、総費用が 184,524 千円で前年度に比べ 0.7％増、当年度純利益が

25,880 千円で前年度に比べ 5.7％減となりました。 

 総収益については、営業収益 183,266 千円（うち給水収益が 175,328 千円）、

営業外収益 27,138 千円となりました。 

 総費用については、営業費用 178,405 千円、営業外費用 6,028 千円、特別

損失 91 千円となりました。 

本年度の純利益は、修繕費の増額により、前年度に比べて 1,560 千円の減

となりました。老朽施設の修繕については、引き続き増加する傾向にあるた

め、今後の経営は厳しくなっていくものと予想されます。引き続き水道事業

を取り巻く情勢を見据え、経営の安定化に努めます。  
２ 工業用水道事業 

 平成 27 年度工業用水道事業会計決算は、総収益が 12,127 千円、総費用が

12,127 千円となり、当年度純利益が 0 円となりました。 

 総収益については、営業外収益 12,127 千円（うち他会計補助金 11,450 千

円）となりました。 

 総費用については、営業費用 9,160 千円、営業外費用 2,967 千円となり、

営業費用が前年度に比べて 4.9％の減となりました。 

また、平成 18 年度から計画水量の販売が始まりましたが、現在給水事業者

との契約が無く、本年度は収益の 94.4％が他会計からの補助金となっていま

す。一方、配水管等施設の維持管理は必要不可欠であることから本事業の経

営は非常に厳しい状況にあります。水需要については不透明感が強いですが、

関係機関と協力し、計画水量の販売に努めます。 
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